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専決処分の承認について（長門市税条例等の一部を改正する条例） 

 

 

１ 改正の趣旨 

地方税法等の一部を改正する法律が、令和４年３月 31 日に公布されたこと

から、所要の改正を行うもの。 

 

２ 主な改正の内容 

（１）固定資産税（土地） 

 ア 令和３年度から令和５年度までの間、課税標準額の上昇幅を評価額の５

パーセントとする現行の負担調整措置の仕組みを継続するとともに、令和

４年度に限り、商業地等に係る課税標準額の上昇幅を評価額の２．５パー

セントとする特例措置（附則第12条） 

イ 固定資産税負担軽減措置等として貯留機能保全区域の指定を受けた土地

に係る課税標準の特例措置を創設（附則第10条の２第25項） 

（２）個人市民税 

 ア 個人市県民税の住宅借入金等特別税額控除の控除適用期間の延長及び居

住条件の延長（附則第７条の３の２第１項） 

 イ 給与所得者及び公的年金受給者の扶養親族申告書の記載事項に配偶者の

氏名を追加及び公的年金受給者の退職手当等を有する一定の配偶者及び扶

養親族の氏名等を記載し、申告することを義務化（第36条の３の２第１項

並びに第36条の３の３第１項並びに第２条の規定） 

（３）その他 

ア 民法改正に伴う固定資産課税台帳の閲覧又は記載事項証明書の交付につ

いて、登記名義人等が DV 被害者等であると認められる場合において、市長

が固定資産課税台帳又は記載事項証明書に講ずる支援措置（条例第 18 条の

４、第 73 条の２、第 73 条の３） 

イ 上位法の法改正に伴う引用条項等の変更（第 48 条第９項、第 15 項、附

則第 10 条の２） 

 

３ 施行期日 

 ○令和４年４月１日施行 

  ２（１）ア、イ 

２（３）イ 

 ○令和５年１月１日施行 

  ２（２）ア、イ 

 ○令和６年４月１日施行 
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  ２（３）ア 

 

４ その他財政的影響について 

 （１）ア 影響なし 

 （１）イ 現在、貯留機能保全区域の指定がないため、影響なし 

 （２）ア 減収分については、全額国費で補填 

 （２）イ 影響なし 

 （３）ア 影響なし 

 （３）イ 影響なし 
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専決処分の承認について（長門市都市計画税条例の一部を 

改正する条例） 

 

 

１ 改正の趣旨 

地方税法等の一部を改正する法律が、令和４年３月 31 日に公布されたこと

から、所要の改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

都市計画税（土地）の負担調整措置 

（１）令和３年度から令和５年度までの間、課税標準額の上昇幅を評価額の 

５パーセントとする現行の負担調整措置の仕組みを継続すると伴に、令和

４年度に限り、商業地等に係る課税標準額の上昇幅を評価額の２．５パー

セントとする特例措置（附則第11項） 

（２）税負担軽減措置等として都市計画税の特例に貯留機能保全区域の指定 

を受けた土地に係る課税標準の特例措置を創設（附則第９項） 

   

３ 施行期日 

   令和４年４月１日 

 

４ その他 

財政的影響について 

  （１）については、影響なし。 

  （２）については、影響なし。 
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専決処分の報告について（工事請負契約の一部を変更することについて） 

 

 

１ 報告の概要 

議決を得て契約をした工事について、契約内容の変更に伴い契約金額に 300

万円未満の変更が生じたことから、契約を変更することについて、地方自治法

第 180 条第１項の規定に基づき専決処分により処理したので、同条第２項の

規定に基づき市議会に報告するもの。 

 

２ 報告の内容 

（１）工事の名称  

長門市光ファイバー網整備事業施設整備工事 

（青海島・渋木・真木・俵山地区） 

（２）変更契約締結日  

令和４年３月 23 日 

（３）変更金額（消費税及び地方消費税を含む。） 

当初契約金額  540,100,000 円 

変更後契約金額 541,729,100 円 

※1,629,100 円の増額 

（４）変更の主な理由 

・青海大橋区間について、調査の結果、既設管の利用が不可能であること  

から新設管としたため増 

・光ﾌｧｲﾊﾞｰｹｰﾌﾞﾙの使用材料を一定芯数でまとめたため減 

・長門ﾍｯﾄﾞｴﾝﾄﾞの機器改修及び収納ｽﾍﾟｰｽの確保のために移設の工事を追加

施工したため増 

・本工事と合わせて各種回線の増速対応及びﾄﾗﾌﾞﾙ発生時の保守環境整備を

追加したため増 

          

      

 

  


